
（１）PO、PDの充実強化
○PO、PDに期待される機能は、課題の採択･評価等における専門性･機動性･戦略性の確保、研究費の執行

を含むマネジメント等の説明責任の遂行である。各制度は、今後、競争的研究資金の規模に見合う人数の
PO、PDを配置し、その説明責任を果たし得るような身分、処遇を確保する。

○優れた人材をPO、PDとして確保していくためには、産学官が協力し、PO、PDが研究者のキャリアパスとして
位置づけられるように努めていくことが必要である。

○関係各省及び配分機関は、PO、PD育成のための研修等を実施する。

（２）独立した配分機関への移行
○競争的研究資金の配分に当たっては、各配分機関がそれぞれ専門性と特徴をもって、戦略的･機動的に業

務を遂行すべきである。

○多くの配分機関が、今後、独立行政法人の形態をとることとなることを考えれば、競争的研究資金の拡充を
図っていくためには、「独立行政法人」であるがゆえに、直ちに予算上の制約が課されることのないようにす
る必要がある。

○また、独立行政法人化される配分機関がその自主性、機動性を発揮していくためには、競争的研究資金は
原則として交付金の形で予算措置を講じる必要がある。
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■第２期基本計画の進捗状況

■第２期基本計画の進捗状況

（１）ＰＯ,ＰＤの充実強化

○それぞれの競争的資金制度においては、プログラムの方針（目的、目標、新規テーマの設定等）の検討や
評価者の選任、研究の進捗状況の管理等を行う、研究経歴のあるプログラムオフィサー（ＰＯ）やプログラム
ディレクター（ＰＤ）の配置を進めている。（図表２－１、２－２）

○各制度においては、ＰＯ、ＰＤの配置等が進んでいるが、ＰＯ、ＰＤのより一層の役割の明確化が必要。
また、ＰＯ、ＰＤの社会的評価が定着しておらず、優秀な人材をＰＯ、ＰＤとする際に困難を伴う場合がある。

（２）独立した配分機関への移行

○競争的資金制度の運用に当たっては、各配分機関がそれぞれの専門性と特徴をもって、戦略的・機動的に
業務を行うことが必要であり、各制度の特性に応じ、独立行政法人による運用を進めてきたところ。
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■第３期基本計画において採るべき主要な方策（案）

（１）ＰＯ、ＰＤの充実強化

○ＰＯ、ＰＤの登用に当たり、能力ある研究者を確保できるよう処遇に配慮する。PO、PDが研究者のキャリアパ
スとして位置づけられるよう、研究機関等においては、ＰＯ、ＰＤとしての経歴を適切に評価する。

○優秀なＰＯ、ＰＤの育成・確保が重要であり、海外研修、国内セミナー等の充実を図る。

（２）独立した配分機関への移行

○各競争的資金制度の趣旨に応じ、本省の配分機能を独立した配分機関へ着実に移行していく。
その際、配分機関が独立行政法人であるがゆえの予算上の制約がないようにする。

一方、わが国の技術戦略や国際貢献等の政策的観点を重視した制度設計を行う必要があることなどによ
り、国が直接実施する場合には、その効率的･弾力的な運用に努める。

○ＰＯ、ＰＤのみならず、その活動を支援するための調査・分析機能や審査・交付・管理等の実務機能の充実・
強化が不可欠であり、例えば競争的資金予算の一定割合をその体制強化のために確保するなどにより、
着実に体制整備を行う。
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図表２－１ 配分機関の審査体制
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図表２－２ POの属性
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